
下 総 第 ２ ０ ７ 号  

令和４年(2022 年)３月１０日  

 

 

下関市監査委員 小 野 雅 弘  様 

   同    大 賀 一 慶  様 

   同    香 川 昌 則  様 

   同    小熊坂 孝 司  様 

 

 

下関市長  前 田 晋太郎   

 

 

 

行政監査の結果に関する報告に係る措置の通知について 

 

平成３１年４月１日付け監査報告第６号により提出のありました行政監査の

結果に関する報告書において、改善が必要な事項として指摘のありました事項

等について、別添のとおり改善措置を講じましたので、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第１９９条第１４項の規定により通知します。 

  

  



1 

 

監査の結果に基づき講じた改善措置 

 

                 

［指摘事項］ 

(1) 「軽易な文書」の判断基準について  

  本市では、原則として、すべての文書を「文書管理システム」を使用して

処理することにしているが、「別に管理する文書」と「軽易な文書」につい

ては同システムを使用しなくてもよい（「文書目録」に登録しなくてもよ

い）ことになっている。 

実地調査において、各課所室の簿冊の内容を確認したところ、独自の起案

用紙や供覧用紙を使用して処理している文書で、「文書目録」に登録されて

おらず、また、「別に管理する文書」にも記載されていないものが相当数見

受けられた。これらの文書は事実上「軽易な文書」として扱われていること

になるが、なかには「軽易な文書」として扱うことが適当か疑義のあるもの

が含まれていた。 

現在、「軽易な文書」の判断は各課所室に任されているようであるが、「軽

易な文書」は「文書目録」への登録や「別に管理する文書」のリストへの記

載がなされず、文書の存在が公にならないため、各課所室が「軽易な文書」

の判断を自由に行うと、情報公開制度が形骸化するおそれがある。「軽易な

文書」に関する適切な基準を設けられたい。 

（改善措置状況） 

令和２年３月６日付けの文書をもって、「文書事務に関するＱ＆Ａ」に

おいて「軽易な文書」に関する基準を設けたことを各課所室長に対して総

務課長が通知した。 

 

［指摘事項］ 

(2) 「別に管理する文書」の取扱いについて 

「別に管理する文書」の取扱いについて次の事項が見受けられた。 

ア 「別に管理する文書」のリストが、「情報公開窓口」及び４総合支所の

地域政策課に備えられていない。「別に管理する文書」は、特別に「文書

目録」の作成を省略してもよいことになっている文書である。そのリスト

を一般の利用に供さないことは、本市が保有する文書のうち、一部の存在

を公にしないことであり、情報公開の体制として適切でない。すべての執

行機関等のリストを、「情報公開窓口」及び４総合支所の地域政策課に備

えるよう手配されたい。 

イ 「別に管理する文書」のリストを作成している執行機関等は、市長、農

業委員会、上下水道事業管理者である。リストを作成していない執行機関
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等は、「別に管理する文書」として取り扱う必要のある文書の有無を確認

し、該当する文書がある場合は、適切に承認の手続きを行い、リストを作

成されたい。 

ウ 市長部局が作成した「別に管理する文書」のリストは、次のように整理

が不十分である。適切なリストとなるよう整理されたい。 

(ｱ) 記載されている件数が多量であるにもかかわらず、課所室ごとといっ

た系統的な配列になっていないため、一般の者には内容の把握が難しい。

（現在のリストは、総務部総務課長が承認した順に記載されている。最

初に「建築指導課」の文書があり、続いて「高齢・障害福祉課」、「建築

指導課」、「菊川総合支所健康福祉課」、「豊北総合支所健康福祉課」、と

並んでいる。） 

(ｲ) 組織改編により現在は存在しない課所室が、管理する課所室として記

載されている。 

(ｳ) このほか、承認された内容と実際の運用が整合していない事例（６頁

の表№12 参照）も見受けられる。 

（改善措置状況） 

ア 令和元年１０月までに、全ての執行機関等のリストを、「情報公開窓

口」及び４総合支所の地域政策課に備えるよう改善した。 

イ 全ての執行機関等に対して「別に管理する文書」として取り扱う必要

のある文書の有無を確認した結果、市長、農業委員会及び上下水道事業

管理者に加えて、消防局長においても存在することが分かった。当該文

書について適切に承認の手続きが行われ、リストを作成していることを

確認した。 

ウ 令和３年１１月２９日付けで、別に管理する文書に係る調査を全庁的

に行い、別に管理する文書のリストに登録されている内容と実際の運用

等に矛盾がないか各課所室に確認してもらい、次のとおり別に管理する

文書のリストを整理した。 

  (ｱ）系統的な配列にするため、課所室ごとにまとめ、リストの閲覧者が

閲覧しやすい、あいうえお順とした。 

  (ｲ）令和３年１１月２９日時点の行政組織に対応した課所室とした。 

    (ｳ) 登録内容と実際の運用に齟齬がないか市長部局の全ての課所室に

確認してもらい、齟齬がある場合は実際の運用に即した形で登録内容

を変更してもらった。 

 

［指摘事項］ 

 (3) 書留配布簿の整備について 

書留配布簿（又はこれに類する簿冊）は、到着した書留郵便物をあて先の

課所室に配布する際に、「取扱者印」、「配布月日」、「引受局番号」、「配布課」、
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「発信者」、「受領印」等を記録するための簿冊で、事故を防止することが同

簿冊を備える目的の一つであると思われる。同簿冊を備えることを明確に義

務づけられているのは、総務部総務課と上下水道局企画総務課である。 

ただし、本庁舎や上下水道局庁舎に到着した書留郵便物に限り記録する理

由はないため、両庁舎以外の庁舎に到着した書留郵便物についても記録する

べきであるが、同簿冊を備えている課所室は、両課をはじめとする５課しか

ない。総合支所やその他の庁舎において郵便物を受け取る窓口となっている

課所室は、書留配布簿を備え、適切に運用されたい。 

また、書留郵便物を直接受け取っている課所室にあっても、事故を防止す

るため、到着や配布の記録を控えられたい。 

（改善措置状況） 

  次の内容について、令和元年１２月９日付けで各課所室に通知すること

で適切に運用するよう図った。 

 (1) 総合支所やその他の庁舎において書留郵便物又は電報を受け取る窓

口になっている課所室で、書留配布簿又は電報配布簿を備えていないも

のにあっては、速やかに書留配布簿又は電報配布簿を備え、適切な運用

を図ること。 

(2) その他の庁舎において書留郵便物又は電報を直接受け取っている課

所室（書留郵便物又は電報を受け取る窓口になっている課所室を除

く。）にあっては、書留配布簿又は電報配布簿を備える必要まではない

が、事故を防止するため、任意の方法により到着等の記録を控えるよう

努めること。 

【任意の方法の例】 

・任意の様式に到着等の記録を控える。 

・書留郵便封筒や電報の余白に到着等の記録を控える。 

また、当該通知において、上記(1)又は(2)による措置を行っていない課

所室にあっては、その改善措置の状況を報告するように依頼し、次の課所

等において、新たに書留配布簿若しくは電報配布簿を備え、又は任意の方

法により到着等の記録を控えたことを確認した。 

秘書課、東京事務所、彦島支所、長府支所、王司支所、小月支所、王喜支

所、吉田支所、勝山支所、内日支所、吉見支所、試験検査課、動物愛護管

理センター、クリーン推進課、産業立地・就業支援課、市場流通課、農業

振興課、水産課、スポーツ振興課、交通対策課、経営課、豊田総合支所地

域政策課、豊浦総合支所地域政策課及び豊北総合支所地域政策課 

これにより、上記(1)又は(2)に該当する全ての課所室において、書留配

布簿若しくは電報配布簿を備え、又は任意の方法により到着等の記録を控

ることができた（ボートレース企業局及び上下水道局においても、同様の

措置を実施済み）。 
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さらに、令和２年２月２８日に下関市文書取扱規程の一部を改正する訓

令（令和２年訓令第１号）を制定し、本庁舎以外の庁舎に置かれる課が当該

庁舎において書留郵便物又は電報を受け取る窓口となっている場合は、書

留配布簿又は電報配布簿を備えるように規定した。 

  

［指摘事項］ 

 (4) 文書の保存及び廃棄について 

長期の保存が見込まれる文書として調査の対象とした「出資等を行う方針

を決定した際の決裁文書」は、出資等を行っている限り保有しておくべきも

のであるが、確認できない文書が多かった。文書を確認できない理由は、所

管する課所室が探した結果見当たらないことから、廃棄の可能性が高い。

（個々の文書に設定されていた保存年限（「５年」や「１０年」）の経過に

より、廃棄されたと思われる。） 

保存文書の廃棄は、保存年限が経過した保存文書で、なお期間を限り保存

する必要がないと認めるものについて行うものである。文書の保存を適正に

行うとともに、後日支障が生じることがないよう、文書の廃棄を慎重に行わ

れたい。また、職員が収集し、個人で保管している資料のなかには、重要な

ものが含まれている場合がある。組織的に共有し、重要な資料が散逸しない

よう留意されたい。 

（改善措置状況） 

 令和元年１２月９日付けの文書をもって、類似の案件等がないか再点検

の上、遺漏のない事務処理をするように、各課所室長に対して総務課長が

通知した。 

 

［指摘事項］ 

(5) 適切でないと思われる事務処理について 

   文書に対する事務処理に、次のような適切でないと思われる事例が見受

けられた。正確かつ適切な事務処理を行うよう職員を指導されたい。 

   クの「文書目録」と「別に管理する文書」のいずれにも登録されていない

文書があった事例は、全庁に多数存在することが見込まれるため、特に留

意されたい。 

  ア 所在の確認ができない文書があった。 

  イ 事務処理の内容が確認できない文書があった。 

  ウ 件名と決裁された事務処理の内容が一致していない文書があった。 

  エ 永年保存である文書が、保存年限を設けている簿冊に綴じられていた。 

  オ 決裁日が記入されていない文書があった。 

  カ 専決者の決裁印がない文書があった。 

  キ 供覧区分のとおりに供覧されていない文書があった。 
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  ク 「文書目録」と「別に管理する文書」のいずれにも登録されていない文

書があった。 

  ケ 同様の文書で「文書目録」に登録されているものと登録されていないも

のとがあった。 

  コ 「文書目録」で表示される保存先の簿冊と、実際に綴じている簿冊が一

致していない文書があった。 

  サ 文書管理システムで登録する際に、過去の年度の簿冊を保存先にして

いる文書があった。 

  シ 「別に管理する文書」として承認された文書の、承認された保存年限と

実際の文書の保存年限が一致していなかった。 

 

［指摘事項］ 

(6) 本市が設立した地方独立行政法人の文書目録について 

  公立大学法人下関市立大学と地方独立行政法人下関市立市民病院では、文

書目録が作成されていない。両法人は下関市情報公開条例の実施機関であるか

ら、文書目録を作成し、一般の利用に供する義務がある。両法人に対して改善

を指導されたい。 

 

［意見］ 

(1) 他の課所室への文書の移管について 

ある課所室の簿冊に綴じられた文書を確認したところ、他の課所室の決裁文

書が綴じられていた。当該文書の内容は、業者が簿冊を保有する課所室が所管

している設備の整備を行った際に、当該業者に対して「検査の完了と結果」を

通知することについて、検査を担当する課所室が意思決定を行ったものであっ

た。 

  下関市文書取扱規程では、第２６条第３号に、「条例、規則、訓令及び例規

となる告示の原議書」は総務部総務課で保存する旨が規定されているが、その

（改善措置状況） 

 令和元年１２月９日付けの文書をもって、類似の案件等がないか再点検

の上、遺漏のない事務処理をするように、各課所室長に対して総務課長が

通知した。 

（改善措置状況） 

公立大学法人下関市立大学には、令和元年５月１７日付けの文書をもっ

て改善の指導をし、令和２年４月から文書目録を作成していることを確認

した。 

地方独立行政法人下関市立市民病院には、令和元年５月２０日付けの文

書をもって改善の指導をし、令和２年１０月から文書目録を作成している

ことを確認した。 



6 

 

他の文書については触れられていない。決裁文書が他の課所室で保管される

と、実施した手続き等の根拠が他の課所室で管理されることになる。支障が生

じることがないように、作成した文書を他の課所室に移すことに関して、適切

なルールを設けることを検討されたい。 

 

［意見］ 

(2) 庁内文書の取扱いについて 

庁内でやり取りする文書（以下「庁内文書」）に関する、起案や収受などの

事務処理は、全庁で大量の件数が行われており、本市では、原則として、すべ

ての文書を「文書管理システム」を使用して処理することになっていることか

ら、庁内文書に対して、同システムを操作して行う収受、起案、供覧といった

処理に膨大な時間や労力が費やされている。 

庁内文書は、事務連絡のような文書が多くを占めており、情報公開制度にお

ける情報の重要度と、「文書管理システム」を使用する処理のために全庁で費

やされる時間と労力とのバランスを考慮した場合に、一部の文書（発出する側

が作成する文書）を除いて、同システムを使用しなくてもよい（「文書目録」

に登録しなくてもよい）対象として取り扱うという運用があり得るように思わ

れる。事務の効率化の観点から、運用の見直しを検討されたい。 

 

［意見］ 

(3) 文書記号の見直しについて 

  本市では、対内文書と対外文書を次のように区分している。 

 ア 対内文書 

(ｱ) 同じ執行機関に属する課所室や職員あての文書（例：市長部局の課所室

（改善措置状況） 

令和２年３月６日付けの文書をもって、令和２年４月１日付けで文書取

扱規程の一部を改正し、事務処理上特に必要があるときは、主管課の文書

を主管課とは異なる特定の課に保管させることができることを定めたこと

を各課所室長に対して総務課長が通知した。 

（改善措置状況） 

監査委員の意見のとおり、事務の一部を省略することで事務の効率化が

図られることは明らかだが、対内文書の一部とその他の文書とで異なる取

扱いをすることによって、かえって庁内での混乱や庁内における事務の不

統一のおそれも考えられたため、まずは、対内文書による照会や依頼に対

する回答の際には鑑文書を作成しないなどの運用により事務の効率化を図

り、引き続き対内文書の効率化に係る研究・検討をすることとした。 

なお、上記の運用については、令和２年３月６日付けの文書をもって、各

課所室長に対して総務課長が通知した。 
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が、市長部局の課所室あてに発出した文書） 

(ｲ) 日付の上に記載する記号は、課所室の頭文字（総務部総務課の場合は、

総第○号となる。） 

イ 対外文書  

(ｱ) 他の執行機関に属する課所室や職員あての文書（例：市長部局の課所室

が、教育委員会の課所室あてに発出した文書）、市民をはじめとする本市

の組織外の者あての文書 

(ｲ) 日付の上に記載する記号は、「下」の次に課所室の頭文字を付したもの

（総務部総務課の場合は、下総第○号となる。） 

この区分を正確に適用すると、本市のすべての執行機関の課所室あてに、

同内容の文書を発する場合は、「下」がつかない記号の文書と「下」がつく

記号の文書との、同内容の二つの文書を作成しなくてはならない。記号に「下」

の文字がないとしてもなんら支障は認められず、また、庁内文書の記号が一

つであれば一つの文書の作成で足りる。 

事務の効率化の観点から、庁内文書の記号を一つとする見直しを検討され

たい。 

 

［意見］ 

(4) 文書の保存に関する規定の見直しについて 

下関市文書取扱規程第４０条第１項に、文書の保存年限が規定されているが、

その規定は漠然としたものになっている。例えば、５年保存の文書とは、「第

１種（永年保存）及び第２種（１０年保存）に属しないもので５年間保存の必

要があると認める書類」と規定されているのみである。このような定義で適正

な判断ができるか疑義があるため、見直しを検討されたい。 

 

［意見］ 

(5) 取扱いに注意を要する文書の保管について 

取扱いに注意を要する文書を、施錠できる書庫や書棚に「一部を保管してい

（改善措置状況） 

令和２年３月６日付けの文書をもって、令和２年４月１日付けで文書取

扱規程の一部を改正し、全ての執行機関の課所室宛ての文書を対内文書と

して取り扱うこととし、文書記号においても対内文書・対外文書にかかわ

らず記号を一つとしたことを各課所室長に対して総務課長が通知した。 

（改善措置状況） 

令和２年３月６日付けの文書をもって、令和２年４月１日付けで文書取

扱規程の一部を改正し、文書の保存期間の設定について、各課所室におい

て適正な判断ができるよう、文書の種別の例示のなかった区分に関して規

定を改めたことを各課所室長に対して総務課長が通知した。 
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る課所室、出先機関、教育機関等」と、「全て保管していない課所室、出先機

関、教育機関等」は、合わせて１２０あった。保管に万全を期すためには、該

当する書類を施錠できる書庫や書棚に保管することを含めて、事故を防止する

ために取り得る限りの措置を講じることが必要と考える。該当する文書を保有

する課所室、出先機関、教育機関等は、他の課所室、出先機関、教育機関等が

とっている事故を防止するための措置（末尾の資料参照）を参考に、保管の体

制や方法の改善に努められたい。 

ただし、個人の机の引出しで保管するという措置については、適切に文書を

管理できるか確認したうえで実施されたい。 

以上 

（改善措置状況） 

令和元年１２月９日付けの文書をもって、再点検し、不備等がある場合

は報告書の末尾の資料を参考に速やかに改善の上、遺漏のない事務処理を

するように、各課所室長に対して総務課長が通知した。 


